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福井県工事請負契約約款 新旧対照表 

 

改  正  後（H29.1.1～） 現    行 

第１条～第４５条 【省略】 

 

（発注者の解除権） 

第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎ

ても工事に着手しないとき。 

⑵ その責めに帰すべき事由により工期内に工事

が完成しないとき、または工期経過後相当の期間

内に工事を完成させる見込みがないと明らかに

認められるとき。 

⑶ 第１０条第１項第２号に掲げる者を配置しな

かったとき。 

⑷ 前３号に掲げる場合のほか、契約に違反し、そ

の違反により契約の目的を達することができな

いと認められるとき。 

⑸ 第４８条第１項の規定によらないで契約の解

除を申し出たとき。 

⑹ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、そ

の構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

 ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者

を、受注者が法人である場合にはその役員また

はその支店もしくは常時建設工事の請負契約

を締結する事務所の代表者をいう。以下この号

において同じ。）が暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下こ

の号において「暴力団員」という。）であると

認められるとき。 

 イ～キ 【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４６条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関し

て、次の各号のいずれかに該当するときは、この

契約を解除することができる。 

 ⑴ 公正取引委員会から受注者に違反行為があっ

第１条～第４５条 【省略】 

 

（発注者の解除権） 

第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、契約を解除することがで

きる。 

⑴ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎ

ても工事に着手しないとき。 

⑵ その責めに帰すべき事由により工期内に工事

が完成しないとき、または工期経過後相当の期間

内に工事を完成させる見込みがないと明らかに

認められるとき。 

⑶ 第１０条第１項第２号に掲げる者を配置しな

かったとき。 

⑷ 前３号に掲げる場合のほか、契約に違反し、そ

の違反により契約の目的を達することができな

いと認められるとき。 

⑸ 第４８条第１項の規定によらないで契約の解

除を申し出たとき。 

⑹ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、そ

の構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

 ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者

を、受注者が法人である場合にはその役員また

はその支店もしくは常時建設工事の請負契約

を締結する事務所の代表者をいう。以下この号

において同じ。）が暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下こ

の号において「暴力団員」という。）であると

認められるとき。 

 イ～キ 【省略】 

２ 前項の規定により契約が解除された場合におい

ては、受注者は、請負代金額の１０分の１に相当

する額を違約金として発注者の指定する期間内に

支払わなければならない。 

３ 第１項第１号から第５号までの規定により、こ

の契約が解除された場合において、第４条の規定

により契約保証金の納付またはこれに代わる担保

の提供が行われているときは、発注者は、当該契

約保証金または担保をもって前項の違約金に充当

することができる。 

 

第４６条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関し

て、次の各号のいずれかに該当するときは、この

契約を解除することができる。 

 ⑴ 公正取引委員会から受注者に違反行為があっ
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たとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独

占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措

置命令（排除措置命令が行われない場合にあって

は、独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命

令）が確定したとき。 

⑵ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その

役員またはその使用人）について刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の６もしくは第１９８

条または独占禁止法第８９条第１項もしくは第

９５条第１項第１号に規定する刑が確定したと

き。 

 

 

 

第４７条 発注者は、工事が完成するまでの間は、

第４６条および前条の規定によるほか、必要があ

るときは、契約を解除することができる。 

 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したこ

とにより受注者に損害を及ぼしたときは、その損

害を賠償しなければならない。 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第４７の２ 次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、受注者は、請負代金額の１０分の１に

相当する額を違約金として発注者の指定する期間

内に支払わなければならない。 

 ⑴ 第４６条または第４６条の２の規定によりこ

の契約が解除された場合 

 ⑵ 受注者がその債務の履行を拒否し、または受

注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債

務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合

は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 ⑴ 受注者について破産手続開始の決定があった

場合において、破産法（平成１６年法律第７５

号）の規定により選任された破産管財人 

 ⑵ 受注者について更生手続開始の決定があった

場合において、会社更生法（平成１４年法律第

１５４号）の規定により選任された管財人 

 ⑶ 受注者について再生手続開始の決定があった

場合において、民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）の規定により選任された再生債務者

等 

３ 第１項の場合（第４６条第６号の規定によりこ

の契約が解除された場合を除く。）において、第４

条の規定により契約保証金の納付またはこれに代

わる担保の提供が行われているときは、発注者は、

当該契約保証金または担保をもって第１項の違約

金に充当することができる。 

たとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独

占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措

置命令（排除措置命令が行われない場合にあって

は、独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命

令）が確定したとき。 

⑵ 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その

役員またはその使用人）について刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の６もしくは第１９８

条または独占禁止法第８９条第１項もしくは第

９５条第１項第１号に規定する刑が確定したと

き。 

２ 前条第２項および第３項の規定は、前項の規定

により契約を解除した場合について準用する。 

 

第４７条 発注者は、工事が完成するまでの間は、

第４６条第１項および前条第１項の規定によるほ

か、必要があるときは、契約を解除することがで

きる。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したこ

とにより受注者に損害を及ぼしたときは、その損

害を賠償しなければならない。 
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第４８条 【省略】 

 

（解除に伴う措置） 

第４９条 発注者は、契約が解除された場合におい

ては、工事の出来形部分を検査の上、当該検査に

合格した部分および部分払の対象となった工事材

料の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受け

たときは、当該引渡しを受けた部分に係る請負代

金を受注者に支払わなければならない。この場合

において、発注者は、必要があると認められると

きは、その理由を受注者に通知して、当該出来形

部分を最小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査または復旧に直接要

する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条第

１項において準用する場合を含む。）の規定による

前払金または中間前払金があったときは、当該前

払金または中間前払金の額（第３７条および第４

１条の規定による部分払をしているときは、その

部分払において償却した前払金または中間前払金

の額を控除した額）を、第５０条第１項の規定に

より受注者が賠償金を支払わなければならない場

合にあっては当該賠償金の額を、それぞれ第１項

の出来形部分に係る請負代金額から控除する。こ

の場合において、当該前払金または中間前払金の

額になお余剰があるときは、受注者は、契約の解

除が第４６条、第４６条の２または第４７条の２

第２項の規定によるときにあってはその余剰額に

前払金または中間前払金の支払いの日から返還の

日までの日数に応じ福井県財務規則第１８０条に

規定する割合で計算した額の利息を付した額を、

契約の解除が第４７条第１項または前条第１項の

規定によるときにあってはその余剰額を発注者に

返還しなければならない。 

４ 受注者は、契約が解除された場合において、支給

材料があるときは、第１項の出来形部分の検査に合

格した部分に使用されているものを除き、発注者に

返還しなければならない。この場合において、当該

支給材料が、受注者の故意もしくは過失により滅失

し、もしくはき損したとき、または当該出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されていると

きは、発注者の指定する期間内に代品を納め、もし

くは原状に復して返還し、または返還に代えてその

損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、契約が解除された場合において、貸与

品があるときは、当該貸与品を発注者に返還しなけ

ればならない。この場合において、当該貸与品が受

注者の故意または過失により滅失し、またはき損し

たときは、発注者の指定する期間内に代品を納め、

もしくは原状に復して返還し、または返還に代えて

 

第４８条 【省略】 

 

（解除に伴う措置） 

第４９条 発注者は、契約が解除された場合におい

ては、工事の出来形部分を検査の上、当該検査に

合格した部分および部分払の対象となった工事材

料の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受け

たときは、当該引渡しを受けた部分に係る請負代

金を受注者に支払わなければならない。この場合

において、発注者は、必要があると認められると

きは、その理由を受注者に通知して、当該出来形

部分を最小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査または復旧に直接要

する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条第

１項において準用する場合を含む。）の規定による

前払金または中間前払金があったときは、当該前

払金または中間前払金の額（第３７条および第４

１条の規定による部分払をしているときは、その

部分払において償却した前払金または中間前払金

の額を控除した額）を、第５０条第１項の規定に

より受注者が賠償金を支払わなければならない場

合にあっては当該賠償金の額を、それぞれ第１項

の出来形部分に係る請負代金額から控除する。こ

の場合において、当該前払金または中間前払金の

額になお余剰があるときは、受注者は、契約の解

除が第４６条第１項または第４６条の２第１項の

規定によるときにあってはその余剰額に前払金ま

たは中間前払金の支払いの日から返還の日までの

日数に応じ福井県財務規則第１８０条に規定する

割合で計算した額の利息を付した額を、契約の解

除が第４７条第１項または前条第１項の規定によ

るときにあってはその余剰額を発注者に返還しな

ければならない。 

４ 受注者は、契約が解除された場合において、支給

材料があるときは、第１項の出来形部分の検査に合

格した部分に使用されているものを除き、発注者に

返還しなければならない。この場合において、当該

支給材料が、受注者の故意もしくは過失により滅失

し、もしくはき損したとき、または当該出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されていると

きは、発注者の指定する期間内に代品を納め、もし

くは原状に復して返還し、または返還に代えてその

損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、契約が解除された場合において、貸与

品があるときは、当該貸与品を発注者に返還しなけ

ればならない。この場合において、当該貸与品が受

注者の故意または過失により滅失し、またはき損し

たときは、発注者の指定する期間内に代品を納め、

もしくは原状に復して返還し、または返還に代えて
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その損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、契約が解除された場合において、工事

用地等に受注者が所有しまたは管理する工事材料、

建設機械器具、仮設物その他の物件があるときは、

受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地

等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ

ればならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、

相当の期間内に前項の物件を撤去せず、または工事

用地等の修復もしくは取片付けを行わないときは、

発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、ま

たは工事用地等の修復もしくは取片付けを行うこ

とができる。この場合において、受注者は、発注者

の処分または修復もしくは取片付けについて異議

を申し出ることができず、発注者の処分または修復

もしくは取片付けに要した費用を負担しなければ

ならない。 

８ 第４項前段および第５項前段の規定による受注

者のとるべき措置の期限、方法等については、契

約の解除が第４６条、第４６条の２または第４７

条の２第２項の規定によるときは発注者が定め、

第４７条第１項の規定によるときは発注者が受注

者の意見を聴いて定め、前条第１項の規定による

ときは受注者が発注者の意見を聴いて定める。 

９ 第４項後段、第５項後段および第６項の規定によ

る受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、発注者が受注者の意見を聴いて定める。 

 

（賠償の予約） 

第５０条 受注者は、第４６条の２各号のいずれかに

該当するときは、次の各号のいずれかに該当する場

合を除き、発注者が契約を解除するか否かを問わ

ず、賠償金として、この契約による請負代金額の１

０分の１に相当する額を、発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。工事が完成した後も同

様とする。 

⑴ 第４６条の２第１号に該当する場合であって、

排除措置命令または納付命令の対象となる行為

が、不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員

会告示第１５号）第６項に該当するとき。 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、発注者が特に必要が

あると認めるとき。 

２ 受注者は、第４６条の２第２号に該当し、かつ、

次の各号のいずれかに該当するときは、発注者が契

約を解除するか否かを問わず、賠償金として、前項

に規定する額のほか、この契約による請負代金額の

１００分の５に相当する額を、発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。工事が完成した後

も同様とする。 

⑴ 第４６条の２第１号に規定する確定した納付

命令について、独占禁止法第７条の２第７項から

第９項までの規定の適用があるとき。 

⑵ 第４６条の２第２号に規定する刑に係る確定

その損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、契約が解除された場合において、工事

用地等に受注者が所有しまたは管理する工事材料、

建設機械器具、仮設物その他の物件があるときは、

受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地

等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ

ればならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、

相当の期間内に前項の物件を撤去せず、または工事

用地等の修復もしくは取片付けを行わないときは、

発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、ま

たは工事用地等の修復もしくは取片付けを行うこ

とができる。この場合において、受注者は、発注者

の処分または修復もしくは取片付けについて異議

を申し出ることができず、発注者の処分または修復

もしくは取片付けに要した費用を負担しなければ

ならない。 

８ 第４項前段および第５項前段の規定による受注

者のとるべき措置の期限、方法等については、契

約の解除が第４６条第１項または第４６条の２第

１項の規定によるときは発注者が定め、第４７条

第１項の規定によるときは発注者が受注者の意見

を聴いて定め、前条第１項の規定によるときは受

注者が発注者の意見を聴いて定める。 

９ 第４項後段、第５項後段および第６項の規定によ

る受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、発注者が受注者の意見を聴いて定める。 

 

（賠償の予約） 

第５０条 受注者は、第４６条の２第１項各号のいず

れかに該当するときは、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、発注者が契約を解除するか否かを

問わず、賠償金として、この契約による請負代金額

の１０分の１に相当する額を、発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。工事が完成した後

も同様とする。 

⑴ 第４６条の２第１項第１号に該当する場合で

あって、排除措置命令または納付命令の対象とな

る行為が、不公正な取引方法（昭和５７年公正取

引委員会告示第１５号）第６項に該当するとき。 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、発注者が特に必要が

あると認めるとき。 

２ 受注者は、第４６条の２第１項第２号に該当し、

かつ、次の各号のいずれかに該当するときは、発注

者が契約を解除するか否かを問わず、賠償金とし

て、前項に規定する額のほか、この契約による請負

代金額の１００分の５に相当する額を、発注者の指

定する期間内に支払わなければならない。工事が完

成した後も同様とする。 

⑴ 第４６条の２第１項第１号に規定する確定し

た納付命令について、独占禁止法第７条の２第７

項から第９項までの規定の適用があるとき。 

⑵ 第４６条の２第１項第２号に規定する刑に係
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判決において、受注者が違反行為の首謀者である

ことが明らかになったとき。 

⑶ 受注者が発注者に福井県工事入札心得第１０

の規定に抵触する行為を行っていない旨の誓約

書を提出しているとき。 

３ 受注者が前２項に規定する違約金を発注者の指

定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該

違約金の額につき年５パーセントの割合で、当該期

間を経過した日から支払いをする日までの日数に

応じ計算した額の遅延利息を発注者に支払わなけ

ればならない。 

４ 第１項および第２項の規定は、発注者に生じた実

際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える

場合においては、発注者がその超過分につき賠償を

請求することを妨げるものではない。 

５ 前各項の場合において、受注者が共同企業体であ

り、既に解散しているときは、発注者は、当該共同

企業体の構成員であったすべての者に対して賠償

金の支払いを請求することができる。この場合にお

いて、当該構成員であった者は、共同連帯して前各

項の額を発注者に支払わなければならない。 

 

第５１条～第５４条 【省略】 

 

る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者

であることが明らかになったとき。 

⑶ 受注者が発注者に福井県工事入札心得第１０

の規定に抵触する行為を行っていない旨の誓約

書を提出しているとき。 

３ 受注者が前２項に規定する違約金を発注者の指

定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該

違約金の額につき年５パーセントの割合で、当該期

間を経過した日から支払いをする日までの日数に

応じ計算した額の遅延利息を発注者に支払わなけ

ればならない。 

４ 第１項および第２項の規定は、発注者に生じた実

際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える

場合においては、発注者がその超過分につき賠償を

請求することを妨げるものではない。 

５ 前各項の場合において、受注者が共同企業体であ

り、既に解散しているときは、発注者は、当該共同

企業体の構成員であったすべての者に対して賠償

金の支払いを請求することができる。この場合にお

いて、当該構成員であった者は、共同連帯して前各

項の額を発注者に支払わなければならない。 

 

第５１条～第５４条 【省略】 

 

 


